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Ⅲ 監査の結果及び意見 

１．使用料徴収及び未収金の回収状況について 

（汚水の量の認定方法）

下水道使用料は、使用者が排除した汚水量（排除量）に基づき徴収される。

市下水道条例第 1 8 条によると、使用者が排除した汚水量の認定は、次のよう

に定められている。

①水道水を使用した場合は、水道の使用水量をもって、その排除量とみなす。

②水道水以外の水を使用した場合は、その使用した使用水量をもってその排

除量とみなし、使用水量は使用者の使用の態様を勘案して市長が認定する。

なお、市下水道条例施行規則第 1 6 条により、家庭用として使用する場合に

ついては、世帯員 1 人につき 1 箇月 5 をもって汚水排除量とみなす。

③使用水量が、 1 0 未満の場合は、使用水量の如何にかかわらず 1 0 とし

て認定する。

公共下水道の本管の整備が完了したことにより、公共下水道区域となった地

区については、供用開始前において調査員が各世帯を回り、資料を用いて公共

下水道区域となる旨、それに伴う公共下水道への接続工事の必要性、下水道使

用料、受益者負担金等についての説明を行う（事前調査）。事前調査の過程で、

調査員により告示予定区域実態調査票が作成され、供用開始区域の状況が把握

されることとなる。

合流式（雨水･汚水を分けずに流す方式）を用いた区域においては、生活排水

が道路の側溝や雨水管を通じて下水道の本管に取り込まれ、下水処理場で処理

されるため、公共下水道への接続工事がなされていない場合においても、供用

開始後は、排水に対して下水道使用料が賦課される。他方、分流式（汚水と雨

水を分けて流す方式）を採用した区域においては、接続工事が実施されない限

り排水は下水処理場で処理されないため、下水道使用料は賦課されない。

（水道水以外の水を使用する場合）

先に述べた市下水道条例第 1 8 条及び市下水道条例施行規則第 1 6 条に基づき、

水道水以外の水を家庭用として使用した場合は、世帯員 1 人につき 1 箇月 5
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をもって汚水排除量とみなされる。市では事前調査において、水道水以外の水

を使用している使用者に対して、｢下水道使用開始･変更･停止届｣（葉書）を配

布し、後日回収により世帯人数や汚水の種類を確認する。その後、使用料賦課

に係る決裁を行い、下水道料金の賦課を開始する。なお、使用者は葉書を遅滞

なく届け出なければならないが、届け出がなされない場合は、市下水道条例施

行規則第 1 5 条（市長は公共下水道の使用の開始の事実があったときからの使

用料を徴収する）に基づき、賦課を開始する。

（市における使用料徴収業務の基本的流れ）

市における使用料徴収業務は、調定、収納業務、電算処理業務に大別され、

各業務は次のように実施されている。

①調定：

市職員が行う。

②収納業務：

下水道使用料収納業務委託契約に基づき、外部業者が行う。

③電算処理業務：

下水道使用料電算処理業務委託契約に基づき、外部業者が行う。
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下水道使用料の賦課・徴収フローは次のとおりである。

（下水道使用料に係る収入未済額及び不納欠損額の状況）

過去 3 年間における下水道使用料に係る収入未済額及び不納欠損額の状況は

である。

1 3  1 4  1 5
3 , 7 9 4 , 5 9 1 4 , 0 3 5 , 2 5 7 4 , 2 5 0 , 7 8 0
3 , 6 3 4 , 4 7 9 3 , 8 5 8 , 8 9 1 4 , 0 5 7 , 0 5 4

1 6 0 , 1 1 1 1 7 6 , 3 6 5 1 9 3 , 7 2 6
3 , 5 9 3 , 8 9 3 3 , 8 1 9 , 2 4 0 4 , 0 0 6 , 4 0 6
3 , 5 7 7 , 0 5 1 3 , 7 9 9 , 3 7 7 3 , 9 8 8 , 8 7 6

1 6 , 8 4 1 1 9 , 8 6 2 1 7 , 5 2 9
2 4 , 6 5 3 2 3 , 1 1 5 2 4 , 2 4 7

 4 , 8 7 9 5 , 4 0 4 5 , 6 6 9
1 7 6 , 0 4 4 1 9 2 , 9 0 2 2 2 0 , 1 2 7

/ 1 0 0 9 4 . 7 % 9 4 . 7 % 9 4 . 3 %
9 8 . 4 % 9 8 . 5 % 9 8 . 3 %
1 0 . 5 % 1 1 . 3 % 9 . 0 %

調 定

収納業務

電算処理業務

翌々月 1 8 日

翌月 1 8 日

使 用 料 賦 課

に係る決裁

使 用 料 賦 課

に係る調定

末日
1 8 日1 6 日1 5 日

（窓口払い）



30

現年度分に係る収納率を見ると、3 年間ともに 9 8％以上の数値を確保して

いる。市担当者が調査した結果によると、市の収納率は近隣他市と比較して

も高水準であり、かつ安定した収納率を確保している状況であるとのことで

ある。

市では収納業務を外部業者へ委託しており、未納者に対する督促手続につ

いても下水道使用料収納業務委託契約に基づき、外部業者が行っている。委

託契約上、収納業務を委託業者の責任において行うこととしており、未収金

が生じないよう業務を遂行していくことを課している。また、現年度調定分

について一定割合以上の収納率を達成するよう定めており、安定した収納率

の確保に努めている。

( 1 )  使用料の賦課を行わない場合の手続について

平成 1 5 年 4 月に公共下水道の供用が開始された地区に係る告示予定区域実

態調査票を任意件数について閲覧したところ、調査員が供用開始区域の事前調

査を行った際に、工場の簡易台所に係る井戸水について、使用する見込みがな

いということを理由として、使用料の賦課をすることが適切でないと判断して

いる場合があった。市担当者によれば、このような使用料賦課の可否に係る事

務決裁手続は特段実施されておらず、現状は、調査員の判断に基づいて処理が

行われているとのことであった。

（改善策）

使用料の賦課を行わない場合における事務決裁手続は、規定等により特段明

記されていない。しかし、使用料賦課の可否についての判断は、事務手続の透

明性や公平性を確保する観点からは、調査員の判断のみで行われるべき事項で

はないと考える。今後は、課長等上司の承認を踏んで使用料賦課に係る判断が

行われる体制を構築していく必要があるものと考える。

( 2 )  生活保護扶助期間における下水道使用料の免除について 

市下水道条例第 2 0 条において、｢市長は、公益上、その他特別の事情がある

と認めたときは、使用料を減免することができる。｣と規定している。これに
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基づき、市では生活保護扶助期間に限り、下水道使用料を免除することとして

いるが、当該取決めは明文化されておらず、都度、｢決裁伺書｣により免除を決

裁している。

市財務規則第 3 条及び別表第 3 によると、収入に関する減免の決定に関する

事項について、法令等で基準が明定されていない場合は、部長決裁が必要であ

るとしているが、市では従来より、課長決裁で減免手続を行っている。

（改善策）

財務規則に抵触するので、早急に部長決裁による減免手続へ変更すべきであ

る。

( 3 )  上下水道使用料徴収事務の一元化について 

下水道使用料は、使用者が排除した汚水量に基づき賦課が行われるが、水道

水を使用している場合には、水道水の使用量が汚水の排除量とみなされるため、

上下水道使用料に係る徴収事務手続を一元化することによるメリットは大き

い。このため、各自治体において上下水道使用料に係る徴収事務の一元化が図

られているところである。

市の下水道事業に係る電算処理業務は、現在、下水道使用料電算処理業務委

託契約に基づき、外部の民間業者が実施している。当該民間業者は、千葉県水

道事業における電算処理業務の代行業者と同一であるため、水道水の使用者や

使用量等の情報に関する共有化が図られており、現状においても徴収事務手続

に係る一定の効率化は認められるが、使用料徴収事務の一元化までには至って

いない。

（意見）

千葉県と市が別々に行っている水道使用料と下水道使用料の徴収を一括し

て行うことにより、事務処理の効率化と使用料支払の簡素化を進め､使用者サ

ービスの向上を図っていくことが望まれる。

なお、上下水道使用料徴収事務の一元化を図ることにより、市としても、次

のようなメリットを享受することができるものと考える。
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① 経費削減が図れる。すなわち、使用料徴収事務に係る外部発注を共同化す

ることにより、千葉県との間で経費負担の分散化が図れる。

② 使用料徴収率の向上が図れる。すなわち、上水道使用料徴収事務との一元

化を図ることにより、従来、水道使用料は滞りなく支払っているが、下水

道使用料を延滞しているという利用者からの使用料徴収が容易となる。

 
２．使用料水準と今後の課題について 

（下水道事業に係る費用負担の基本的な考え方）

下水道事業の管理運営に係る経費の負担関係については、下水道の基本的性

格等を踏まえ、その公共的役割と私的役割を総合的に考慮し、雨水に係るもの

は公費で、汚水に係るものは私費（使用料）で負担することを前提とする。下

水道事業の管理運営に係る経費は、資本費（地方債元利償還金や地方債取扱諸

費等で構成される）と維持管理費に分けることができ、この区分のもとで、雨

水と汚水に係る経費の負担区分を示すと次のとおりとなる。

公費負担部分に対しては、現在、所要の交付税措置が講じられている。公費

負担の具体的内容は、①雨水処理に要する経費、②高資本費対策に要する経費、

③公共下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費及び水洗便所

に係る改造命令等に関する事務に要する経費であり、基準内繰出金として一般

会計から下水道事業特別会計へ繰出されている（基準内繰出金については、｢３．

一般会計繰出金について ( 1 )  一般会計繰出金の概要及び法規上の取扱いにつ

いて｣を参照）。他方、私費とされているものについても、その全部が使用料で

まかなわれているわけではなく、一定割合が基準外繰出金として一般会計から

下水道事業特別会計へ繰出されている（基準外繰出金については、｢３．一般会

計繰出金について ( 1 ) 一般会計繰出金の概要及び法規上の取扱いについて｣を
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参照）。

以上を図示すると次のとおりとなる。

市の下水道使用料は、平成 1 2 年 4 月 1 日に最終改定されているが、料金改定

は次の基本方針に基づいて実施されている。

① 雨水処理に係る経費は公費、汚水処理に係る経費は私費の原則に基づく。

② 将来 4 年間（平成 1 2 年度から平成 1 5 年度まで）の事業計画に基づき使

用料対象経費を算出する。

③ 物価上昇率、人件費上昇率等の係数については、原則として過去 4 年間に

おけるトレンドを基に算出するが、それによると将来の経済実態を反映し

ないと認められる場合には、実態に沿った修正を行う。

④ 雨水汚水比率は過去 4 年間における単純平均値とする。

⑤ 資本費算入割合は 3 8 . 7 6 %とする。

1

1

2 1 0 0

使用料対象経費のうち維持管理費については、使用料（受益者負担）を財源

とすることを前提としている。一方、資本費については、全額を使用料でまか

なわず、不足分を一般会計繰出金により補っている。資本費算入割合は、使用

料対象経費のうち資本費の部分について、使用料を財源とする割合を表してい

る。

資本費算入割合を高めた場合、一般会計繰出金が減少する反面、受益者負担
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の使用料が上昇する結果となる。資本費は、下水道整備に係る地方債元利償還

金等で構成されるため、金額は多額になり、これを現在の受益者のみに負担さ

せた場合、使用料が高額となるおそれがある。このため、市では、下水道普及

率等を勘案して資本費算入割合を低く抑え、使用料水準を決定している。

 

（平成 1 2 年度料金改定後の資本費算入割合等実績の推移及び今後の見込） 

 

1 2 1 3  1 4  1 5
2 , 0 0 4 , 3 3 5 2 , 1 3 1 , 5 7 0 2 , 1 8 1 , 2 4 4  2 , 0 3 0 , 3 4 2
3 , 1 0 5 , 1 2 7 3 , 2 1 3 , 4 0 9 3 , 4 2 0 , 8 1 3  3 , 5 9 1 , 7 0 8

+ 5 , 1 0 9 , 4 6 2 5 , 3 4 4 , 9 7 9 5 , 6 0 2 , 0 5 7  5 , 6 2 2 , 0 5 0

3 , 4 0 3 , 5 5 3 3 , 5 9 3 , 8 9 3 3 , 8 1 9 , 2 4 0  4 , 0 0 6 , 4 0 6

1 , 7 0 5 , 9 0 9 1 , 7 5 1 , 0 8 6 1 , 7 8 2 , 8 1 7  1 , 6 1 5 , 6 4 4

+ 5 , 1 0 9 , 4 6 2 5 , 3 4 4 , 9 7 9 5 , 6 0 2 , 0 5 7  5 , 6 2 2 , 0 5 0

1 , 3 9 9 , 2 1 8 1 , 4 6 2 , 3 2 3 1 , 6 3 7 , 9 9 6  1 , 9 7 6 , 0 6 4

1 0 0
4 5 . 1 % 4 5 . 5 % 4 7 . 9 %  5 5 . 0 %

4 0 . 0 % 4 1 . 8 % 4 4 . 2 %  4 6 . 6 %

1 6 1 7  1 8  1 9
2 , 0 8 0 , 6 4 0 2 , 2 1 0 , 8 8 8 2 , 2 1 1 , 2 6 5  2 , 2 9 2 , 4 9 1
3 , 9 5 4 , 2 5 8 4 , 1 7 7 , 8 7 6 4 , 2 7 1 , 8 8 6  4 , 3 9 0 , 4 2 9

+ 6 , 0 3 4 , 8 9 8 6 , 3 8 8 , 7 6 4 6 , 4 8 3 , 1 5 1  6 , 6 8 2 , 9 2 0

4 , 2 3 9 , 7 6 5 4 , 4 7 3 , 1 9 2 4 , 6 7 2 , 6 2 1  4 , 8 9 7 , 3 2 5
1 , 7 9 5 , 1 3 3 1 , 9 1 5 , 5 7 2 1 , 8 1 0 , 5 3 0  1 , 7 8 5 , 5 9 5

+ 6 , 0 3 4 , 8 9 8 6 , 3 8 8 , 7 6 4 6 , 4 8 3 , 1 5 1  6 , 6 8 2 , 9 2 0

2 , 1 5 9 , 1 2 5 2 , 2 6 2 , 3 0 4 2 , 4 6 1 , 3 5 6  2 , 6 0 4 , 8 3 4

1 0 0
5 4 . 6 % 5 4 . 2 % 5 7 . 6 %  5 9 . 3 %

5 2 . 7 % 5 6 . 6 % 5 9 . 9 %  6 2 . 8 %

1 5 1 2

平成 1 2 年度料金改定時においては、資本費算入割合 3 8 . 7 6 %を前提として使
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用料が決定されているが、料金改定後の実績数値に基づいて算出された資本費

算入割合は、計画値と比較して、高水準に推移している。この原因としては、

市担当者によれば、使用料収入はほぼ計画どおりに推移したが、物価水準が計

画値と比較して下落傾向にあったため、維持管理費の実績額が大幅に下回った

ことが考えられるとのことである。

過去の実績を見ると、市では概ね 4～ 6 年に一度の頻度で料金改定を実施し

ている。このため、今回も平成 1 6 年度料金改定のための試算が行われてきた

が、結果として改定は行われていない。市担当者によれば、普及率や資本費算

入割合、近隣市の状況、当時（平成 1 6 年 1 月）の経済情勢等を総合的に勘案

した結果、料金改定による値上げは下水道利用者の理解を得られないという見

解であった。

（現行の料金体系及び他市比較）

市の下水道使用料の料金体系は次のとおりである。

料金表（月額、税抜き） （改正：平成 1 2 年 4 月 1 日）

(円)
1 0 8 9 5

1 0 2 0 1 9 0
2 0 3 0 1 6 5
3 0 5 0 2 3 0
5 0 1 0 0 2 7 5

1 0 0 5 0 0 2 9 5
5 0 0 1 , 0 0 0 3 2 0

1 , 0 0 0 2 , 0 0 0 3 3 5
2 , 0 0 0 3 8 0

1 0 1 0 0
1 0 1 1 0
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5 6 5 , 5 1 0 9 0 5 , 2 0 6 4 6 0 , 7 3 8 4 7 4 , 1 4 3  1 5 6 , 3 5 9
1 0 8 9 5 6 8 0 9 0 0 9 0 0  7 1 1

1 1 2 0 9 0 1 0 4 1 4 3 1 1 2  7 8
2 1 3 0 1 6 5 1 3 7 1 6 3 1 3 5  1 1 6
3 1 5 0 2 3 0 1 7 0 1 8 8 1 5 9  1 5 5
5 1 8 0 2 7 5 2 0 7 2 2 7 2 3 3  2 1 4
8 1 1 0 0 2 7 5 2 0 7 2 2 7 2 8 2  2 1 4
1 0 1 2 0 0 2 9 5 2 4 3 2 7 4 2 8 2  2 6 5
2 0 1 5 0 0 2 9 5 2 4 3 2 7 4 3 6 8  2 6 5
5 0 1 1 0 0 0 3 2 0 2 7 1 3 1 8 3 6 8  2 6 5
1 0 0 1 2 0 0 0 3 3 5 3 0 3 3 6 3 3 6 8  2 6 5
2 0 0 1 3 8 0 3 3 2 4 1 0 3 6 8  2 6 5

（総務省｢地方公営企業年鑑｣及び市資料より）

近隣他市と比較して、市の料金体系には次のような特徴がある。

① 基本料金は 8 9 5 円であり、近隣他市とほぼ同水準である。

② 1 1 ～ 2 0 までの 1 当たりの単価が 9 0 円であり、近隣他市に比べ低

水準である。

③ 2 1 以上の 1 当たりの単価が近隣他市に比べてやや高目の水準にある。

④ 1 1 ～ 2 0 までと、 2 1 ～ 3 0 までの 1 当たり単価の乖離幅が近隣

他市に比べ著しい。

他方、市の一般家庭における年度別汚水排除量は次のように推移している。

1 2
1 3  1 4  1 5

/ 1 9 . 9 1 9 . 8 1 9 . 2  1 8 . 8

市の下水道使用料の料金体系と、一般家庭における平均汚水排除量を比べる
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と、平均汚水排除量に近い月間排除量 2 0 において、使用料が大きく上昇し

ていることが分かる。このため、汚水の排除量が平均汚水排除量より少ない一

般家庭においては、近隣他市に比べ使用料は低水準となり、汚水の排除量が、

平均汚水排除量を上回る一般家庭においては、その超過分に対して、近隣他市

に比べ高水準の使用料が賦課される仕組みとなっている。

 （意見）

今後の料金改定を実施する時期については、過去行われてきたような 4～ 6

年に一度というタイミングには必ずしもこだわらず、普及率や経済環境の変化

を勘案した柔軟な姿勢で決定していくことが望まれる。

市区域内における下水道整備やそれに伴う普及率は年々変化しており、長期

間に渡り下水道使用料を改定しなければ、下水道事業に係るコスト（使用料対

象経費）と受益者負担のバランスが図れなくなるおそれがある。使用料対象経

費は、受益者（使用者）負担が原則であるが、資本費の一部を基準外繰出金と

して一般会計より繰り出すということは、間接的に市民全体に負担を課してい

るといえる。これは、下水道普及率が低水準にある状況においては、将来供用

開始区域等に係る資本費をその時点における受益者のみに負担させると使用料

が高額となることや、将来供用開始区域の市民に対しても、供用開始前から広

く負担を求めているためであると考えられる。市の平成 1 2 年度における下水

道普及率は 4 0 . 0％であったが、平成 1 5 年度では 4 6 . 6％となり、また、平成

1 9 年度には 6 2 . 8％となる見込である。市は、このような将来の見込を勘案し

て、普及率の変化に適応した使用料の見直しを行っていくことが望まれる。

平成 1 2 年度料金改定時には、改定率を一律 9 . 2 9％として値上げを行ってい

るが、料金体系（基本料金も含めた、汚水排除量の水準に応じた使用料単価の

体系）の見直しはなされていない。先に述べたように、市の料金体系は、汚水

排除量 2 0 1 を基準として使用料単価の水準に大きな格差を設けてい

る。この料金体系は、近隣市と比較した場合、累進度がやや高いという特徴が

ある。しかし、この料金体系は、月当たりの排出量水準で大きく使用料に格差

を設けたものであり、排出量水準によっては、大きな負担を強いられている使

用者も存在すると考えられる。このことを踏まえると、現行の料金体系につい
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て、現在の料金体系が確立されたときの経緯等も勘案し、現在の料金体系が現

状に適合したものであるかどうか、料金改定時にあわせて検討を行うことが望

まれる。

（行政コスト計算書）

下水道事業の決算においては、施設の減価償却費が計上されておらず、人件

費や事業債利息等の事業運営に係るコストが的確に示されていない。そこで、

今回の監査においては、下水道事業の管理運営を行うのに毎年どれだけのコス

トが発生しているのか、対応する使用料収入等との関係はどのようになってい

るのかについての実態を明らかにすることを目的に、｢行政コスト計算書｣（民

間会社の損益計算書に相当）を試算した。

行政コスト計算書作成に当たっての主な前提条件は次のとおりである。

① 計算書の様式は総務省 ｢地方公共団体の総合的な財務分析に関する調査

研究会報告書｣に準拠している。

② 人に係るコストは、職員人件費である。

③ 物に係るコストは、物件費（物品購入費等）、外部委託費、維持管理費、

減価償却費等である。

④ その他コストは、事業債利息等である。

⑤ 減価償却費については、初期投資額のうち用地費部分については実施せず、

用地費以外の部分について、耐用年数を総務省｢地方公共団体の総合的な

財政分析に関する調査研究会報告書｣に準拠して、簡便的に公園施設は 4 0

年、その他施設は 2 5 年の定額法で計算している。

なお、差引行政コストの金額は、市が負担している金額であること（すなわ

ち市民の税金でまかなわれていること）を意味しており、行政活動のコストと

して適切であるかどうかを判断する材料の一つである。行政コストとして大き

な金額になっている要因は主に減価償却費や事業債利息が多額なためである。

減価償却費や事業債利息が多ければ、それだけ事業債による建設が後の世代に

コスト負担を残しているといえる。

以上の前提条件に基づき、平成 1 3 年度から 1 5 年度までの 3 年間に係る行政

コスト計算書を作成すると次のとおりとなる。
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行政コスト計算書

1 3 1 4  1 5

1 , 3 0 7 , 0 4 1 1 , 2 3 6 , 0 5 6  1 , 2 9 6 , 1 8 7

1 , 3 0 0 , 6 6 7 1 , 2 2 9 , 0 4 4  1 , 2 8 4 , 3 4 7

6 , 3 7 4 7 , 0 1 1  1 1 , 8 3 9

9 , 1 3 4 , 5 3 2 9 , 3 0 8 , 7 3 1  9 , 4 5 3 , 2 8 3

7 9 7 , 7 4 0 6 6 9 , 5 3 5  6 1 7 , 8 9 4

7 5 3 , 4 3 9 8 0 7 , 9 2 5  7 7 7 , 6 5 9

9 7 5 , 4 3 0 9 1 5 , 8 8 7  8 8 8 , 1 9 4

6 , 5 9 9 , 9 6 2 6 , 9 0 8 , 4 6 8  7 , 1 6 3 , 2 7 2

7 , 9 6 0 6 , 9 1 5  6 , 2 6 2

4 , 0 7 7 , 3 7 3 4 , 0 9 4 , 7 8 0  3 , 9 9 2 , 5 3 6

4 , 0 7 2 , 5 3 2 4 , 0 9 4 , 3 9 2  3 , 9 9 1 , 5 0 5

4 , 8 4 0 3 8 7  1 , 0 3 1

1 4 , 5 1 8 , 9 4 7 1 4 , 6 3 9 , 5 6 7  1 4 , 7 4 2 , 0 0 7

3 , 9 2 4 , 3 2 5 4 , 2 0 4 , 7 7 0  4 , 3 2 8 , 6 3 0

3 , 5 9 3 , 8 9 3 3 , 8 1 9 , 2 4 0  4 , 0 0 6 , 4 0 6

8 1 , 0 9 3 1 9 2 , 7 1 6  1 7 7 , 7 7 6

2 4 9 , 3 3 8 1 9 2 , 8 1 4  1 4 4 , 4 4 8

1 0 , 5 9 4 , 6 2 1 1 0 , 4 3 4 , 7 9 7  1 0 , 4 1 3 , 3 7 7

5 5 3 , 5 9 8 5 5 9 , 9 5 6  5 6 5 , 3 8 3

1 1 9 , 1 3 8 1 8 , 6 3 5  1 8 , 4 1 8

1 0 1

市職員人件費には退職者に対する退職金が含まれているため、各年度におけ

る退職金の発生状況により市職員人件費は増減する。なお、平成 1 3 年度で

1 3 7 , 5 1 7 千円、 1 4 年度で 2 4 , 7 7 6 千円、平成 1 5 年度で 1 1 4 , 1 3 8 千円の退職金

が発生している。退職金を除いた場合の市職員人件費は、平成 1 3 年度で

1 , 1 6 3 , 1 5 0 千円、1 4 年度で 1 , 2 0 4 , 2 6 8 千円、1 5 年度で 1 , 1 7 0 , 2 0 9 千円であり、

ほぼ同水準で推移している。

物件費及び維持管理費については、公共下水道の供用区域の拡大等を原因と

して、処理場における需用費が毎年約 2 0 , 0 0 0 千円程度増加傾向にある。他方
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で、処理場維持のために支出される工事請負費は平成 1 3 年度で 3 0 3 , 6 3 5 千円、

1 4 年度で 1 5 4 , 2 0 3 千円、 1 5 年度で 9 5 , 0 2 3 千円と大幅な減少傾向にある。こ

のため物件費及び維持管理費全体としては、平成 1 5 年度で 6 1 7 , 8 9 4 千円とな

り、平成 1 3 年度の 7 9 7 , 7 4 0 千円と比較して、 1 7 9 , 8 4 5 千円の減少となってい

る。

行政コスト合計は平成 1 3 年度で 1 4 , 5 1 8 , 9 4 7 千円、 1 4 年度で 1 4 , 6 3 9 , 5 6 7

千円、1 5 年度で 1 4 , 7 4 2 , 0 0 7 千円と毎年増加傾向にあるが、公共下水道の供用

区域の拡大を原因として、下水道施設の減価償却費が毎年約 3 0 0 , 0 0 0 千円程度

増加しているのに対し、前述した処理場維持のために支出される工事請負費と

流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金 が 減 少 傾 向 に あ る た め 、 全 体 と し て は 年 間 約

1 0 0 , 0 0 0 千円程度の増加にとどまっている。

収入項目については、公共下水道の供用区域の拡大により、使用料は年々増

加傾向にあり、平成 1 5 年度は 1 3 年度と比較して 4 1 2 , 5 1 2 千円多い 4 , 0 0 6 , 4 0 6

千円となっている。

収入項目の増加額が、支出項目の増加額を上回る傾向を反映して、平成 1 5

年度差引行政コストは、 1 3 年度と比較して 1 8 1 , 2 4 4 千円減少し 1 0 , 4 1 3 , 3 7 7

千円となり、また、市民 1 人当たり行政コストについても、平成 1 5 年度は 1 3

年度と比較して 7 2 0 円低い 1 8 , 4 1 8 円となった。

なお、上記行政コストには、汚水処理に係る経費（汚水費）のほかに雨水処

理に係る経費（雨水費）が含まれる。｢Ⅲ 監査の結果及び意見 ３．一般会計

繰出金について｣に記載のとおり、市では雨水処理負担金として平成 1 3 年度で

3 , 1 2 5 , 5 5 8 千円、1 4 年度で 3 , 2 5 4 , 1 8 6 千円、1 5 年度で 3 , 4 1 2 , 3 0 4 千円の一般

会計繰出金が発生しており、この雨水費が市の行政コストの大きな構成要素と

なっている。

 
３．一般会計繰出金について 

 

( 1 )  一般会計繰出金の概要及び法規上の取扱いについて 

地方財政法施行令第 1 2 条（公営企業）に列挙される 1 3 事業（公共下水道

事業等）については、「①その性質上当該事業の経営に伴う収入をもって充て

ることが適当でない経費（以下「基準内繰出金」という。）及び②当該事業の
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性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てる

ことが客観的に困難であると認められる経費（以下「基準外繰出金」という。）

を除き、当該事業の経営に伴う収入（地方債による収入を含む。）をもってこ

れに充てなければならない」とされ、適正な経費負担区分を前提とした独立採

算制が義務付けられている。

換言すれば①及び②の性質のものについては、一般会計からの繰出金（以下

「一般会計繰出金」という。）が認められている。

また、「基準内繰出金」についての基本的な考え方は、「平成 1 5 年度の地方

公営企業繰出金について」（平成 1 5 年 4 月 2 1 日総財公第 3 1 号 各都道府県

知事・各指定都市市長宛 総務省自治財政局長通知）として通知されている。

さらに、「公共下水道事業繰出基準の運用について」（昭和 5 6 年 6 月 5 日自治

準企第 1 5 3 号 各都道府県総務部長・各指定都市財政担当局長宛 自治省財

政局準公営企業室長通知）において、繰出基準が法非適用企業についても適用

されることとされている。 

一般的に、一般会計繰出金を性格ごとに分類すると である。

a .本来一般会計で負担すべきものであり、削減努力によりあ
る程度単位当たりの支出を抑えられるもの（次頁「一般会計
繰出金の推移表」の参照欄の a - 1）。また、外的要因により
支出額が変動するもの（同表の a - 2）。

①基準内繰出金
b .本来一般会計で負担すべきものであり、公債費で返済予定
スケジュール金額が確定しているもの（同表の b）。

c .政策的に一般会計で負担することを市として決定してい
るもの（以下「市独自の繰出金」という。同表の c）。

②基準外繰出金
d .歳入不足補填目的のもの、換言すれば経営効率化により削
減すべきもの（以下「歳入不足補填目的の繰出金」という。）。
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平成 1 3 年度、 1 4 年度及び 1 5 年度における一般会計繰出金（決算）の内訳

の推移は である。

1 3 1 4 1 5

   

1 3 , 1 2 5 , 5 5 8 3 , 2 5 4 , 1 8 6  3 , 4 1 2 , 3 0 4  a - 2

2 3 1 , 5 3 4 2 8 , 4 6 3  2 7 , 9 4 6  a - 1

3 1 8 , 0 6 0 1 5 , 3 2 9  1 5 , 0 4 5  a - 1
4 3 0 5 , 8 5 4 2 7 2 , 9 1 2  3 3 6 , 3 1 2  a - 1
5

5 , 0 1 3 1 2 , 4 2 0  2 1 , 9 3 9  a - 1

6 3 6 0 , 0 3 8 3 3 8 , 7 0 9  3 0 8 , 1 1 4  b  
7 3 6 , 4 1 5 4 0 , 3 8 0  4 0 , 6 1 8  a - 1

3 , 8 8 2 , 4 7 3 3 , 9 6 2 , 4 0 1  4 , 1 6 2 , 2 8 2   

1 3 5 , 2 9 7 3 9 , 9 5 3  4 3 , 4 7 7  b  

2 3 , 6 4 8 2 , 4 2 5  1 6 , 4 2 7  a - 2

3 7 5 2 , 7 6 0 9 9 9 , 5 3 9  1 , 1 7 6 , 9 4 1  b  

7 9 1 , 7 0 5 1 , 0 4 1 , 9 1 7  1 , 2 3 6 , 8 4 5   

   
1 1 , 7 5 1 , 0 8 4 1 , 7 8 2 , 8 1 5  1 , 6 1 5 , 6 4 3  c  
2 2 0 , 0 6 7 1 4 , 0 2 7  1 9 , 7 6 1  c  

3 1 , 5 0 2 , 9 5 6 5 9 5 , 8 0 2  2 0 6 , 9 1 4  c  

4 1 2 1 , 7 1 3 1 0 3 , 0 3 5  7 8 , 5 5 2  c  

3 , 3 9 5 , 8 2 0 2 , 4 9 5 , 6 8 0  1 , 9 2 0 , 8 7 1   

4 , 1 8 7 , 5 2 6 3 , 5 3 7 , 5 9 8  3 , 1 5 7 , 7 1 7   

8 , 0 7 0 , 0 0 0 7 , 5 0 0 , 0 0 0  7 , 3 2 0 , 0 0 0   

( 2 )  一般会計繰出金の決定方法と推移について 

下水道部では、予算作成時に歳出と歳入の差額をもって一般会計繰出金とし

ている。これを図にすると以下のようになる。
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下水道部では、前述のとおり予算作成時に歳出と歳入の差額をもって一般会

計繰出金とするにとどまっており、各項目ごとには算定していない。このため、

基準内繰出金及び基準外繰出金各項目ごとの内訳は勿論、基準内繰出金と基準

外繰出金の区分についても曖昧なものとなっている。

（意見） 

下水道部の経営成績を明確にするためには、予算作成時に各項目ごとに基準

内繰出金及び基準外繰出金を算定し、これに歳入不足補填目的の繰出金を加え

るという手続で一般会計繰出金を決定すべきであると考える。これにより、そ

れぞれが管理目的の目標値として使用することが可能となり、また、後述する

予算実績分析を行うことにより下水道部の経営成績をも明確にすることが可

能となる。
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あるべき一般会計繰出金の決定方法

( 3 )  市独自の繰出基準の策定について 

( 2 )で述べたとおり、下水道部では、予算作成時に歳出と歳入の差額をもっ

て一般会計繰出金とするにとどまっており、基準内繰出金と基準外繰出金の内

訳について曖昧なものとなっている。

この結果、市独自の繰出基準の算定根拠が曖昧なものになっており、歳入不

足補填目的の繰出金が明確になっていない。

（意見） 

経営の効率化の観点から経営管理を充実させるためには、「市独自の繰出

金」として一般会計で負担する範囲を要領等に定めて明確にした上で予算作成

時に「市独自の繰出金」を算定するとともに、「歳入不足補填目的の繰出金」

の金額を算定すべきと考える。たとえば、汚水分資本費の一部について、一般

会計で負担する金額の上限を要領等で定める方法で「市独自の繰出金」を算定

し、差額を「歳入不足補填目的の繰出金」とする方法が考えられる。これによ

り、将来的にはゼロにすべき削減目標値が明確になり、経営管理の指標として

役立つと考えられる。また、一般会計で負担する範囲については定期的（たと

えば 4 年おき）に見直すことが望まれる。
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( 4 )  予算実績管理について 

下水道部では、年度ごとの決算額の比較を行い、決算額の大まかな推移や執

行率を把握している。しかし、一般会計繰出金の各項目ごとに予算と実績との

差異分析は行っていない。

 

（意見） 

経営成績の実態を正しくとらえるためには、上述の( 2 )及び( 3 )の意見にお

ける指摘事項を改善した後、予算作成時に各項目ごとの金額を算定して決定し、

併せて各項目ごとに予算実績比較を実施すべきである。

予算実績比較の必要性を、以下の具体的な例をもって見てみることとする。

なお、下図における a～ d は｢ ( 1 )一般会計繰出金の概要及び法規上の取扱いに

ついて｣に記載した一般会計繰出金の a～ d の 4 つの性格に対応するものであ

る。下図はあくまでも例示であり、下水道部の実態を表したものではない。

a  a  
a

b

b

c

 b   

c d  c  

d
d

 

上図のように、X 年の予算と実績を総額でとらえた場合、実績では差額が発

生しており、予算より経営成績が改善されているととらえられる可能性がある。

しかし、各項目ごとに予算と実績を比較した場合、減少したのは図の a⇔ a で

あり、図の d⇔ d（歳入不足補填部分）はむしろ実績では大きくなっているこ
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とが分かる。少なくとも歳入不足補填部分の実績は予算時よりも悪化している

ことが、各項目ごとに予算実績分析を行うことで初めて明確になるといえる。

また、 a の実績が予算に比べ減少した理由を分析する必要がある。差額が発

生したのは、雨水処理量が減少したなどの外的要因によるものなのか、維持管

理費の削減等の内的要因によるものなのか、個別に検証することによって、よ

り明確な経営分析が可能となる。

 
４．貸出金について 

( 1 )  貸出金に係る償還金延滞者に対する延滞金の徴収漏れについて

下水道事業においては、｢船橋市水洗便所化改造工事資金貸付規則｣に基づき、

市の処理区域内において、既設の便所を水洗便所に改造しようとする者に対し、

その工事に要する資金の貸付を実施している。当該貸付金には、利息は付さず

（無利息）、 4 0 ヵ月の均等分割払いにより償還される。

同規則第 1 0 条第 2 項によると、償還金に延滞があるときは、年 1 4 . 6％の延

滞金を徴すると規定しているが、過去延滞者に対して、延滞金の徴収は行われ

ていない。平成 1 5 年度末における延滞金が発生している貸付元本及び延滞金

は次のとおりである。

1 5

延滞金が発生している貸付元本 延 滞 金
5 6 1 2 4 4  

市担当者によれば、他の自治体と比較した場合、実際に延滞金を徴収してい

る自治体が過去、ほとんどなかったこと、水洗化の工事費を支払えないという

ことで当該制度を利用している利用者に、延滞金を賦課しても徴収は困難であ

るという実態を考慮し、過去より延滞金の徴収は実施していないとのことであ

る。
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（改善策）

金額は僅少であるが、規則に従った徴収が行われておらず、合規性違反が生

じている。実態を考慮して、延滞金を徴収していないとのことだが、その場合

は規則を改正し、規則に準拠した処理を行っていくべきである。

５．契約について 

 

( 1 )  工事契約の関係規程について 

工事契約に関しては、平成 1 5 年 4 月 1 日に財政部契約課が中心となり、「契

約関係規程集」を作成している。工事契約に関する主な規程は次のとおりであ

る。 

 

 

これらのうち、次の規程に関して以下のような誤植等が発見された。 

①建設工事に係るダイレクト型一般競争入札（入札書郵送・事後審査方

式）の実施要領 

 

4 2 6
6

6 1 1 6 7 6

9 4

1 6 7 6

9 4
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②建設工事及び建設設計に係るダイレクト型一般競争入札の実施規定 

別紙様式 1

 

1 6 7 6 1 6 7 6

③船橋市の工事請負における随意契約のガイドライン

1  予定価格が別表第 3 の金額の範囲内で規則で定める額を越え
ないとき
  （地方自治法施行令第 1 6 7 条の 2 第 1 項第 1 号）

3 5

（改善策）

誤植等は速やかに修正すべきである。

( 2 )  工事契約の入札参加資格について

建設工事に係るダイレクト型一般競争入札（入札書郵送・事後審査方式）の

実施要領（以下「実施要領」という。）では、第 4 条第 1 項において次のよう

な規定が設けられている。

第 4 条 入札参加者は、船橋市建設工事入札参加有資格者名簿（以下「資

格者名簿」という。）に登録され、船橋市建設工事請負業者等指名停止

措置要領に基づく指名停止措置、船橋市建設工事等暴力団対策措置要綱

に基づく指名除外措置及び船橋市工事成績評定活用基準に基づく入札

参加保留措置を、当該工事の公告日から当該工事の入札日までの間、受

けていない者でなければならない。

また、工事の種類又は性質により、次の各号の定める資格要件を設け

たときは、当該資格を有する者でなければならない。

（１）～（３）（省略。）
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（４）県内又は市内若しくは近隣市に本店又は建設業法に基づく許可

を得た営業所がある者。

（５）～（６）（省略。）

この規定を受けて、建設工事及び建設設計に係るダイレクト型一般競争入札

の実施規定の別紙様式 1 では、工事の入札参加者に必要な資格等として、「地

域要件」という項目が設定されている。

工事契約を通査したところ、この「地域要件」に「船橋市内に本店のある者」

（以下「市内業者」という。）と記載された工事が多数確認された。このよう

な地域要件が設定されていると、市外に本店がある業者（以下「市外業者」と

いう。）は入札に参加することができない。

平成 1 5 年度の工事契約について、工事を落札した市内業者と市外業者の割

合は次のとおりである。

（単位：千円・％）

9 1 , 9 8 0 9 . 3 2  
8 9 4 , 3 2 7 9 0 . 6 8  

1 , 9 9 1 , 1 8 0 5 7 . 7 3  
1 , 4 5 8 , 1 5 6 4 2 . 2 7  
2 , 3 3 1 , 8 1 6 8 5 . 6 2  

3 9 1 , 5 6 8 1 4 . 3 8  
4 , 4 1 4 , 9 7 7 6 1 . 6 7  
2 , 7 4 4 , 0 5 1 3 8 . 3 3  

下水道計画課の工事は難度が高い設備関連の工事であり、大手でなければ施

工できない物件が多いため、市外業者の割合が高くなっている。

下水道建設第一課及び第二課の工事は管渠工事である。大規模で難度の高い

工事は、大手である市外業者も入札に参加できる可能性が高いが、小規模で難

度が高くない工事で市内業者でも施工可能と判断される工事については、現在、

市においては「地域要件」を追加設定し、市内業者の受注機会の拡大を図り、

市外業者の入札を制限している。平成 1 5 年度においては、建設第一課は、幹

線や準幹線などの大規模で難度の高い工事が多かったため、結果的に市外業者
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の割合が約 4 2％と高くなった。一方、建設第二課は平成 1 5 年度の場合、主と

して面整備工事が中心であったため、入札時に「地域要件」を設定している場

合が多く、市外業者の割合は約 1 4％に止まった。なお、下水道部全体の工事

に占める市外業者の割合は 3 8 . 3 3％であり、市内業者の割合は 6 1 . 6 7％である。

前述のとおり、実施要領第 4 条第 1 項（４）によれば、「工事の種類又は性

質」によって「本店又は営業所所在地」を入札時の資格要件とすることができ

ることになっている。現在、市が同条を適用する場合、入札参加資格者の資格

要件として、同実施要領第 6 条第 1 項に定める「別紙様式 1」の中で「船橋市

内に本店のある者」という地域要件を追加設定することによって、「工事の規

模が小さく難度が高くない事」を「工事の種類又は性質」と見做して、入札参

加資格者を市内業者に限定している。しかし、工事の規模が小さく難度が高く

ない場合に入札参加資格者を市内業者に限定しなければならない理由は必ず

しも明確となっていない。この点を市に質問したところ、以下のような説明と

ともに、現状においては、規模が小さく難度が高くない工事には市内業者の受

注機会の拡大を目的として上記の地域要件によって運用しているとの回答を

得た。

①市の立場としては、市内業者の受注機会の拡大という政策を堅持して、

市内業者の育成を図ることを目指している。

②ダイレクト型一般競争入札を導入することにより、より客観的かつ公正

な入札方式を採っている。なお、他の自治体の多くが指名競争入札によ

っている実態に鑑みると、船橋市の場合は、より厳しい入札方式を採っ

ていることになる。

③対象工事として市が発注する設計金額を「 1 3 0 万円を超える工事」とす

ることにより、他の自治体よりかなり適用範囲を広げた規定になってお

り、この点においても船橋市の競争条件は厳しくなっている。

④入札及び契約の決定の透明性と公正性を確保するため、平成 1 6 年 8 月

2 7 日に「船橋市入札監視委員会」を設置し、また、「船橋市公共工事の

入札及び契約過程に係る苦情処理要領」を定めている。

⑤他の多くの自治体でも「地域要件」を設定して、県内や市内の業者の育

成を目指しているという実情がある。
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（意見）

規模が小さく難度が高くない工事について、一律に市内業者に有利となる取

扱いをすることは、必ずしも自治法令の期待するところではないと思われるが、

他の多くの自治体が採っている政策ともいわれている。また、ゼネコンに代表

される市外業者と零細な或いは中小規模の市内業者を単純に同じ土俵で競わ

せることは、必ずしもベストの政策とはいえないという考え方もある。

しかし、こうした現在の市の取扱いを、地域要件のつかない場合と比べれば、

その競争条件において、市内業者にとっては、より有利に、また、市外業者に

とっては、自由競争と公平な機会均等性に欠けるという面があり、結果的に落

札率をもっと低くできる機会を失うおそれがある。

また、本来的には、契約履行能力の保持という要素以外には入札参加資格に

制限を設けていない自治法令に定める一般競争入札の趣旨との関連も考えな

ければならない。

結局、自由で公正な競争の徹底から得られる経済性（落札率の改善）や自治

法令の精神にかなった入札方式とするか、市内業者の受注機会の拡大に結びつ

く育成策、つまり、地域限定付の競争条件の下における入札方式とするかとい

う問題になる。

こうした市の運用方針や取扱いについては、自治法令の趣旨、市民の考え方

及び市の長期的財政負担という観点から見て、どれがより望ましいか、改めて

再確認しておく必要があると考える。

 

( 3 )  最低制限価格について

船橋市建設工事等契約事務取扱基準では、第 4 条第 1 項及び第 2 項において

次のような規定が設けられている。

第 4 条 建設工事等の入札にあたり、競争入札（ 2 者以上の見積り合せを

含む）で発注する工事及び建設設計については、最低制限価格を設ける

ことができる。

2  最低制限価格の設定率を次のとおりとする。

（１）建設工事 予定価格の 8 5％～ 7 0％の範囲とする。
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（２）建設設計 予定価格の 6 0％～ 5 0％の範囲とする。

市は現在、当該規定にしたがって最低制限価格を設ける場合、市内業者の設

定率は 8 5％、市外業者の設定率は 7 5％という方針をとっている。市がこのよ

うな最低制限価格の設定率を決めた理由は次のとおりである。

（理由）

市内業者は市外業者よりも、資材調達、資金繰りにおいて不利な立場に

あるため、現場管理費や一般管理費が予定価格の 1 5％程度発生するとみ

なし、 1 0 0％－ 1 5％＝ 8 5％を最低制限価格の設定率とする。 

市外業者は市内業者よりも資材調達や資金繰りを有利に行えるため、市

内業者よりも低い最低制限価格を設定しても採算が合うので、予定価格の

7 5％を最低制限価格の設定率とする。

（意見）

上記のルールは業者側の財政事情を勘案して決定したものであり、最低制限

価格に関する規定である地方自治法施行令第 1 6 7 条の 1 0 第 2 項の「当該契約

の内容に適合した履行を確保するため特に必要があると認められるときは、あ

らかじめ最低制限価格を設けて、」という文言や、船橋市財務規則第 1 0 4 条第

2 項の「前項の規定による最低制限価格は、契約の性質、内容等により個々に

決定するものとする。」という文言から推測される趣旨とは異なる判断によっ

て設けられたものと考えられる。

最低制限価格は、本来、業者の本店等の所在地や財政事情を要素として一律

に決定されるものではなく、あくまで工事の履行を確保するためのものであり、

また、それは個々の工事ごとに設定されるべきものである。したがって、現在、

市が実施している最低制限価格の設定方法は、必ずしも、地方自治法施行令や

船橋市財務規則の趣旨に合致しているとはいえないと考える。

そこで、以下の諸点について検討が必要である。

① 「市内業者」・「市外業者」という二つの括りだけの区分単位で最低制限

価格を設けて適用している点

② 最低制限価格の設定率算定の合理性並びに、「市内業者」と「市外業者」
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の区分の下に設けた差「 1 0％」の妥当性

( 4 )  最終処分場用地の賃貸借契約について

脱水汚泥の最終処分については、個人の所有者より処分場用地を借りている

が（契約面積 7 , 8 3 4 . 6 0 ）、賃借料は年間 3 , 2 4 3 千円、 1 箇月当たり 3 4 . 5 0

円／ で算定されている。

この算定根拠については、市側の説明によれば、「船橋市行政財産使用料条

例」を参考にしているとのことであった。

そこで、この条例に沿って、この点の確認を行ったが明確な算定根拠を見出

すことはできなかった。よって、賃借料の算定根拠が不明と言わざるを得ない。

（意見）

処分場用地が市にとって必要な土地であることは明白であるが、賃借料の算

定に当たっては、明確な根拠に基づいた算定を行うことが望ましい。

( 5 )  落札率の高い業務について 

指名競争入札による委託業務のうち、平成 1 5 年度の落札率が 9 5％以上のも

のとして、次の業務がある。 

1 3 7 , 4 1 0  7 , 2 2 4 7 , 1 8 8 3 9 7 . 0 %
1 4 7 , 3 9 0  7 , 1 6 1 7 , 1 4 0 3 9 6 . 6 %
1 5 7 , 2 5 7  6 , 9 6 6 6 , 9 3 0 3 9 5 . 5 %

 

1 3 1 2 , 9 9 3  1 2 , 6 0 0 1 2 , 4 9 5 5 9 6 . 1 %
1 4 1 6 , 5 9 2  1 5 , 7 5 0 1 5 , 7 5 0 5 9 4 . 9 %
1 5 2 9 , 2 5 5  2 8 , 6 6 5 2 8 , 5 6 0 7 9 7 . 6 %
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1

2 1 5

 

1 3 6 , 0 7 6  5 , 9 8 5 5 , 9 3 2 5 9 7 . 6 %
1 4 6 , 0 6 9  5 , 9 3 2 5 , 9 3 2 5 9 7 . 7 %
1 5 5 , 9 5 3  5 , 7 1 6 5 , 7 1 6 5 9 6 . 0 %

 

高瀬下水処理場内の清掃業務については、過去 3 年間指名競争入札にて契約

を行っており、各年度の落札状況については上記の表のとおりである。当該清

掃業務は、通常の施設内清掃業務であり、特殊な清掃業務ではないが過去 3 年

間の落札業者、入札参加業者 3 業者ともに同一業者である。また、落札率は高

止まりしており、平成 1 5 年度の各業者の入札額を見ると、落札金額と 5 万円

ほどの差しかない。 

なお、西浦及び高瀬の下水処理場有害物質等分析業務については、平成 1 6

年度より、指名事業者への説明会を止めて郵便型指名競争入札方式に切り替え

た結果、落札率は 8 8 . 5％まで低減している。 

（意見）

特殊な能力が必要ではない当該業務において、指名競争入札にも関わらず、

過去 3 年間において落札率が高止まりし、落札業者及び入札参加業者のいずれ

も同一ということは、競争入札の効果が現れているとは言い難い。よって、入

札参加業者の変更、増加や郵便型指名競争入札対象範囲の拡大等の対応を行い、

客観的に見ても入札の公平性が確保されていることを担保するとともに、より

一層の落札率の低減を図る必要がある。市内企業者の育成と地域経済の活性化

という観点から、市内業者のみを指名することも理解できるが、市外業者等に

も入札に参加させ、もう一段のコスト削減を図る努力をすることも重要と考え

る。
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( 6 )  指名競争入札の落札率について

平成 1 3 年度から 1 5 年度までの、下水道管理課及び高瀬下水処理場におけ

る委託契約・工事契約の契約方法別の平均落札率は である。 

 

1 3

1 7  9 3 . 6 % 9 8 8 . 2 %  

0  - 0 -  

3 7  9 6 . 5 % 1 9 3 . 3 %  

5 4  9 5 . 7 % 1 0 8 8 . 3 %  

1 4

1 9  9 7 . 5 %  5 8 8 . 7 %  

0  -  0 -  

2 4  9 7 . 2 %  0 -  

4 3  9 7 . 4 %  5 8 8 . 7 %  

1 5

2 4  8 9 . 5 %  1 8 2 . 5 %  

0  -  5 8 5 . 0 %  

2 1  9 8 . 0 %  0 -  

4 5  9 5 . 5 %  6 8 4 . 8 %  

指名競争入札における落札率を、委託契約と工事契約において比較すると、

委託契約における指名競争入札の落札率が高い傾向にあることがわかる（平成

1 5 年度の委託契約は、落札率 5 8％の契約が 1 件あったため、全体の落札率が

下がっている。）。

（意見）

委託契約の中に、指名競争入札の効果が未だ十分に現れていない契約が存在

するのではないかと思われる。よって、現在の契約のうち下記のすべてに該当

するものについては、契約方法等の検討が必要と考えられる。

・ 落札率が高いまま推移している契約

・ 過去 3 年間において、同一業者が落札している契約 

・ 過去 3 年間において入札参加業者が同一の契約
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・ 業務内容の特殊性が低い業務

これらに該当する契約については、入札参加業者数の増加や変更、郵便型指

名競争入札の導入による透明性の確保等により、もっと競争入札の効果を引き

出す必要があると考えられる。

( 7 )  ｢船橋市物品調達等競争入札参加者資格審査基準｣及び｢入札約款｣について 

船橋市では、物品調達等競争入札参加者の資格等を決める公告に定める資格

審査の方法等については、「船橋市物品調達等競争入札参加者資格審査基準」

によるものとしている。また、船橋市の契約に係る競争入札を行う場合におけ

る入札その他の取扱いについては地方自治法、同法施行令及び船橋市財務規則

その他法令に定めるもののほか、「入札約款」に定めるところによるものとし

ている。

「船橋市物品調達等競争入札参加者資格審査基準」及び「入札約款」におい

ては、地方自治法及び同法施行令等の法令等が引用されているが、引用されて

いる条文について法令等の原文との突合せを行ったところ、「入札約款第 5 条

の 2」において 誤植等があった。

5 1 5

（改善策）

誤植等については速やかに修正すべきである。

 

( 8 )  薬品購入について 

西浦下水処理場及び高瀬下水処理場における平成 1 3 年度から 1 5 年度まで

の薬品購入額上位 3 品目についての契約状況は である。
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1 3

2 6 . 0 0  2 4 . 7 2 2 4 . 0 0 9 2 . 3 9

2 3 . 5 0  2 3 . 5 0 2 3 . 5 0 1 0 0 . 0 9

3 2 . 5 0  3 2 . 3 8 3 2 . 0 0 9 8 . 5 9

1 4

2 5 . 7 0  2 4 . 0 0 2 4 . 0 0 9 3 . 4 9

2 3 . 8 0  2 2 . 9 0 2 2 . 9 0 9 6 . 2 7

3 3 . 3 0  3 2 . 3 0 3 2 . 0 0 9 6 . 1 9

1 5

2 4 . 0 0  2 4 . 0 0 2 4 . 0 0 1 0 0 . 0 8

2 7 . 6 1  2 3 . 8 0 2 2 . 9 0 8 2 . 9 6

3 2 . 0 0  3 2 . 0 0 3 0 . 9 0 9 6 . 6 8
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1 3

1 , 2 6 0 . 0 0  1 , 2 3 0 . 0 0 1 , 2 3 0 . 0 0 9 7 . 6 9

3 7 . 0 0  3 2 . 3 8 3 2 . 0 0 8 6 . 5 9

1 4

1 , 2 9 0 . 0 0  1 , 2 3 0 . 0 0 1 , 2 3 0 . 0 0 9 5 . 3 9

3 3 . 3 0  3 2 . 3 0 3 2 . 0 0 9 6 . 1 9

2 3 . 8 0  2 2 . 9 0 2 2 . 9 0 9 6 . 2 7

1 5

1 , 2 9 0 . 0 0  1 , 2 3 0 . 0 0 1 , 2 2 0 . 0 0 9 4 . 6 6

3 3 . 3 0  3 2 . 0 0 3 0 . 9 0 9 2 . 8 8

2 3 . 8 0  2 3 . 8 0 2 2 . 9 0 9 6 . 2 6

西浦下 水 処理場 に ついて は 、平成 1 5 年度の ポリ塩 化 アルミ の 落札率

（ 8 2 . 9％）を除き、最低でも 9 2 . 3％と高い率となっている。また、消石灰の

契約単価が 3 年度とも同額となっている。さらに、ポリ塩化アルミの契約単価

は平成 1 4 年度と 1 5 年度、次亜塩素酸ソーダの契約単価は平成 1 3 年度と 1 4

年度がそれぞれ同額となっている。

高瀬下水処理場についても、平成 1 3 年度の次亜塩素酸ソーダの落札率

（ 8 6 . 5％）を除き、最低でも 9 2 . 8％と高い率となっている。また、高分子凝
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集剤の契約単価は平成 1 3 年度と 1 4 年度、次亜塩素酸ソーダの契約単価は平成

1 3 年度と 1 4 年度、ポリ塩化アルミの契約単価は平成 1 4 年度と 1 5 年度がそれ

ぞれ同額となっている。

契約単価の市況との比較について、契約課では入札参加業者からの聞き取り

及び業界紙の入手によって把握している。

一方、指名競争入札の参加業者数と落札業者の関係を表にすると

である。

ａｂｃｄｅｆｇｈｉ

9 2 4 . 0 0  

9 2 3 . 5 0  1 3

9 3 2 . 0 0  

9 2 4 . 0 0  

7 2 2 . 9 0  
1 4

9 3 2 . 0 0  

8 2 4 . 0 0  

6 2 2 . 9 0  
1 5

8 3 0 . 9 0  
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ａｂｃｄｅｆｇｈｉ

9 1 , 2 3 0 . 0 0  

1 3

9 3 2 . 0 0  

9 1 , 2 3 0 . 0 0  

9 3 2 . 0 0  
1 4
年
度

7 2 2 . 9 0  

6 1 , 2 2 0 . 0 0  

8 3 0 . 9 0  
1 5

6 2 2 . 9 0  

1

2 1 5

1 6  

3

 

 

入札参加業者は 3 年度ともすべて市内業者となっており、選定業者の追加も

行われていない。さらに、平成 1 3 年度から 1 4、 1 5 年度と入札参加業者数が

減少している。 

これらのことについて、契約課では 説明している。 

①「船橋市物品調達等指名業者選定基準」第 4 条第 1 項において「指名業者

の選定に当たっては、市内業者の受注機会の拡大を図るため特に考慮する

ものとし、市外業者については物品調達等の内容により選定するものとす

る。」となっており、市内業者の育成の観点から市内業者を選定している。 

②これらの薬品は下水処理に欠かせない薬品であるため、安定供給を確保す

る必要があり、安定供給の実績のある業者を選定している。 
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③市内業者の育成の観点を踏まえつつ、競争性を高めるため、前年度の入札

で高い単価で応札した業者を翌年度は指名しないことで入札参加者数を

減少させている。 

 

（意見） 

一部の例外を除き、落札率が最低でも 9 2 . 3％と高く、3 年度の契約単価もあ

まり変わっていない。なお、競争性を高めるために高い単価で応札した業者を

翌年度に指名しないことで入札参加業者数を減少させたが、あまり高い効果は

でていない。これは入札参加業者が 3 年度ともすべて市内業者となっており、

選定業者の追加が行われていないこと及び入札参加業者数が減少しているこ

とが少なからず影響を与えていると考える。

たとえば前年の入札で最も高い価格を提示した業者を翌年の入札で他の業

者と入れ替えさせる方法を採る等、安定供給の確保にも配慮しつつ、契約単価

を下げる取組み姿勢を示すことが必要と考える。

６．包括的民間委託について 

 

近年、下水道経営の中で下水処理施設の運営管理のクオリティーを確保しつつ、

そのコストを削減し、更なる効率的な運営管理を行うことが厳しい財政状況に鑑

みても緊急な課題の一つとなっている。そしてこの状況を克服するため、平成 1 3

年に国土交通省が主導となり｢性能発注に基づく民間委託（注 ）のためのガイドラ

イン｣という包括的民間委託に関する指針が作成されるとともに、平成 1 5 年度に

は「包括的民間委託導入マニュアル（案）」が作成され民間へ包括的に業務を委託

することによる一層のコスト削減と業務の質の向上が求められた。以来、各自治

体において包括的民間委託の調査・実施が行われ、一定のパフォーマンスとコス

トの削減を実現している。 

船橋市においては、高瀬下水処理場及び西浦下水処理場の 2 箇所がある。その

うち高瀬下水処理場においては、現在、運転管理業務を外部業者に委託しており、

平成 1 7 年度からは、部分的に包括的民間委託の導入を始め、平成 2 0 年度に完全

な包括的民間委託を達成する予定となっている。 
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1 6
2 0

5 4 , 3 0 0 1 7 , 6 0 0 3 6 , 7 0 0 4 1

1 3 2 , 8 1 0 1 4 2 , 8 1 0 1 0 , 0 0 0

1 , 0 9 8 0 1 , 0 9 8

1 5 7 , 4 8 8 1 4 4 , 8 8 9 1 2 , 5 9 9

3 , 8 8 1 3 , 8 8 1 0

9 1 , 8 8 9 8 4 , 5 3 8 7 , 3 5 1

2 2 0

3 0 0 2 7 6 2 4

7 0 0 7 0 0 0

4 1 4 1 0

1 6 6 , 9 5 0 1 6 6 , 9 5 0 0

0 1 , 5 0 0 1 , 5 0 0

6 0 9 , 4 5 9 5 6 3 , 1 8 7 4 6 , 2 7 2 7 . 6 %

（注）現在の運転管理業務委託                    

上記のように、船橋市においては、試算により高瀬下水処理場における包括的

民間委託の導入により約 7 . 6％（ 4 6 , 2 7 2 千円／ 6 0 9 , 4 5 9 千円× 1 0 0 %）のコスト

削減を見込んでいる。

（意見）

現状ではあくまでも、積算によりどの程度経費削減が可能かを算出するにとど

まっており、削減可能額の試算もその大半が人件費によるものである。包括的民

間委託により当然人件費が削減されるが、それ以外にも委託先との契約内容次第

で削減額も大幅に変わることが考えられる。

包括的民間委託の最大の目標はパフォーマンスを維持したコストの大幅な削減

であることから、まず具体的な目標削減額や目標パフォーマンスを設定し、その

目標を達成するための詳細な方法を検討していくことが望まれる。

また、西浦下水処理場についても現在は検討されていないが、今後検討してい

くことが望まれる。
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７．将来の事業見通しについて 

( 1 )  事業計画について

「Ⅱ 船橋市下水道事業の概要 ６．今後の計画」において記載したように、

下水道の整備計画は、平成 2 0 年度までに整備普及率を現在の 4 9 . 8％から

6 6 . 0％に引き上げる計画となっている。

通常、 5 年から 1 0 年の中長期で作成された事業計画（整備計画）は、資金

計画との整合性を図りながら年度の事業計画に反映され、整備区域や工事内容

に落とし込まれていくものである。

しかし、市の整備計画は、まず国庫補助金の目標額を設定し、それに合わせ

て毎年度の下水道整備費を調整する方法をとっている。具体的な整備内容につ

いて、各年度の整備面積や整備普及率の目標は定められているものの、さらに

どの地区をいつまでにいくら以内で整備するのか、という具体的な目標は織込

まれていない。

また、資金計画についても、使用料水準は単に 4 年ごとに 5％の上昇を見込

む前提とし、市債水準も極力抑えるという方針しか定められていない等、詳細

な条件設定や具体的な目標の設定が織込まれていない。

（意見）

整備計画については、社会情勢、経済情勢の変化に対応して財政事情に合わ

せて作成される必要があり、より効率的、効果的な事業執行が行える計画とす

ることが望ましい。

このため、財政計画の作成に当たっても、関係当局と十分協議し、起債償還

計画、使用料水準等市財政計画との整合も図り、また、根幹となる全体計画に

ついても社会情勢の変化に適応できるようにするためタイムリーな検証と見

直しを行い、より効率的、効果的な事業執行が行える計画となるよう改善する

ことが望ましい。

( 2 )  下水道整備と浄化槽整備について

市では、今後の汚水処理整備事業についてはすべて下水道（管渠）で行い、
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合併浄化槽(注)の整備は一切行わない方針である。

船橋市においてこのような方針が策定される前提となった、下水道整備によ

る場合と浄化槽整備による場合のコスト比較の方法を以下に記載する。

 

船橋市の区域は、都市計画法において市街化区域と市街化調整区域に大きく

分類され、市街化区域においては都市計画事業は下水道以外の汚水処理事業を

行うことができない。市街化調整区域でかつ下水道整備計画に含まれている地

域においては、下水道又は合併浄化槽等により整備していくことができる。船

橋市においては、各処理区において下水道による整備と合併浄化槽による整備

の年間の人口 1 人当たりコストの比較を行い整備方法を検討している。

具体的には、市は経済性比較条件として千葉県の｢全県域汚水適正処理構想

策定市町村作業マニュアル｣の比較条件をベースとし、市全体及び処理区ごと

における、下水道により整備する場合と合併浄化槽により整備する場合につい

ての経済性の比較結果と前提条件は となっている（比較は平成 1 4 年

度に実施）。

なお、経済性の比較は、それぞれの場合における整備単価（建設費と維持管

理費の合計額について、 1 年間・人口 1 人当たりで表わしたもの）を使用して

行われている。

    

1 1 . 5 2 4 . 0 1

4 , 9 2 4

2 , 4 1 3

2 , 5 1 0

8 , 1 2 0

3 , 9 8 4

1 0 9

3 , 8 7 4

1 5 , 4 5 4
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2     

 
7 2

3 3

2 6

5 8 7 , 2 0 0

2 . 4 7 /

2 3 7 , 7 5 6

1 3
1 4

1   

3 . 0 9  1 . 5 5 1 . 2 2 1 . 6 7  1 . 2 4  1 . 5 2

4 . 5 5  4 . 0 1 3 . 7 4 3 . 8 7  3 . 8 7  4 . 0 1

2

上記のように 比較による、検討結果は市全体を整備する場合の建設費

について、公共下水道が 1 年当たり 4 9 億円に対し、合併浄化槽が 1 年当たり

8 1 億円となっている。また、維持管理費については、公共下水道が 1 年当た

り 3 9 億円に対し、合併浄化槽が 1 年当たり 1 5 4 億円となっている。また、建

設費と維持管理費を合計した整備単価（人口 1 人当たり）について、公共下水

道が 1 . 5 2 万円（年／人）に対して合併浄化槽は 4 . 0 1 万円（年／人）であり、

公共下水道の整備のほうが明らかに安いという結果となっている。そのため、

下水道部では、平成 4 0 年度までに下水道の整備普及率を 9 9 . 0％まで引き上げ

る意向としている。

（意見）

平成 1 3 年度から 1 5 年度までの下水道建設・維持管理に費やされた金額の

平均値と経済性の比較結果を分析すると以下のようになる。
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1 3 1 5

1 8 0 1 0 9  

1 , 1 1 1 3 , 8 7 4  

1 4 , 9 2 4 4 , 9 2 4  

1 6 , 2 1 6 8 , 9 0 8

単純に平均実績額と経済性比較による結果を比べただけでも、下水道による

整備のほうが安く計算されていることがわかる。

経済性比較の前提条件について、以下の問題がある。

①計算結果の大きな相違は、主に施設の耐用年数の違いにより生じている。

しかし、下水道の管渠が前提条件どおりの維持管理費の負担だけで 7 2 年

使用できるのか、合併浄化槽は平均 2 6 年しか使用できないのか、という

耐用年数の適正性について詳細な検討がなされていない。

②下水道による整備は主に国庫補助金と市債によりまかなわれるが、このう

ち市債に係る支払利息が建設費のなかに含まれていない。

合併浄化槽により整備する場合は、基本的には設置者個人が費用を負担する。

一方、下水道により整備する場合の汚水処理費用は原則使用料による私費負担

であるものの、実態は約半分を市が負担している。

この汚水処理費用は下水道整備に要する建設費とその維持管理費とで構成

され、この建設費については、市側の試算によれば、今後約 3 , 2 0 0 億円という

膨大な支出が見込まれている。

よって、下水道整備によるという場合、こうした要素も十分に考慮に入れた

市の財政負担の観点からの比較が不可欠となる。

市としては、今後、経済性の比較を行う場合、単に全国的に利用されるよう

なマクロ的なマニュアルによるだけではなく、具体的かつ的確なデータに基づ

いた有効・適切な分析を行い、より正確な情報を市民に提供し、十分な説明を

行い、市民の一層の理解と協力が得られるよう努力することが期待される。
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８．財産管理について 

 

( 1 )  物品管理について

西浦下水処理場では、化学物質等の管理簿として「化学物質等在庫確認簿」

を作成しているが、船橋市財務規則第 2 0 8 条第 1 項第 2 号の消耗品出納簿（第

8 3 号様式の 2）は作成されていなかった。

（改善策）

化学物質等の消耗品は、船橋市財務規則第 2 0 8 条第 1 項にしたがって、物

品受払いのつど、記帳その他の整理をしなければならない。特に化学物質は毒

物・劇物・危険物とされるものがあり、不正使用を防止するために在庫確認と

受払管理を必ず行わなければならない。

 

( 2 )  財産台帳の整備について

 ① 土地台帳について

中山ポンプ場の土地台帳は、面積・取得年月日が記載されているが、すべ

ての土地の取得価格が記載されていなかった。また、都疎浜ポンプ場の土地

台帳も一部の土地について取得価格が記載されていなかった。

（改善策）

土地は、船橋市財務規則第 1 6 9 条にしたがって、取得価格を台帳に記載す

る必要がある。 

 ② 建物台帳について

西浦下水処理場・高瀬下水処理場・中山ポンプ場・都疎浜ポンプ場・宮本

ポンプ場の各建物台帳に記載されている建物は、附属設備が建物に含めて記

載されており、電気設備、配管設備等の個々の設備の内容は把握できないよ

うになっていた。
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（改善策）

台帳に記載されている建物は、躯体だけでなく附属設備についても適切な

維持管理が行えるように、個々の資産ごとに取得時期や取得価格を記載した

台帳もしくは補助簿を整備すべきである。 

 ③ 設備台帳について

西浦下水処理場・高瀬下水処理場・都疎浜ポンプ場の機械装置等は、管理

台帳によって管理されているが、この台帳は取得年月日や取得価格等が記載

されていないため、船橋市財務規則第 1 6 8 条に規定する財産台帳の記載要件

を充足しているとは言えない。 

また、中山ポンプ場も機械装置等があるが管理台帳自体が作成されていな

い。 

 

（改善策） 

機械装置等については、船橋市財務規則第 1 6 8 条の記載要件を具備した設

備台帳を作成する必要がある。

 ④ 工作物台帳について

西浦下水処理場・中山ポンプ場・都疎浜ポンプ場には工作物に該当するも

のがあるが、工作物台帳は作成されていない。また、管渠は下水道法第 2 3

条に基づく台帳を作成しているが、船橋市財務規則第 1 6 8 条にしたがった台

帳は作成されていない。 

宮本ポンプ場は、設備台帳に工作物を記載していた。 

高瀬下水処理場は工作物台帳を作成しているが、各工作物の取得価格が記

載されていない。 

 

（改善策） 

工作物については、船橋市財務規則第 1 6 8 条にしたがって、適切に工作物

台帳を作成する必要がある。 
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( 3 )  建物の登記について 

西浦下水処理場・中山ポンプ場・都疎浜ポンプ場・高瀬下水処理場・宮本ポ

ンプ場の建物は、登記されていない。

 

（改善策） 

船橋市財務規則第 1 6 6 条第 3 項にしたがって、建物について登記を行う必

要がある。 

 

９．人件費について 

( 1 )  退職に係る特別昇給について

｢船橋市職員の初任給、昇格、昇給等の基準を定める規則｣第 3 8 条によると、

勤務成績の特に良好な職員が以下の 1 つに該当する場合には、昇給期間を短縮

して上位の号給に昇給させることができるものと規定している。

① 1 0 年以上 2 0 年未満勤続して定年又は勧奨により退職する場合：1 号給上

位の号給（第 3 8 条第 2 号）

② 2 0 年以上勤続して退職する場合： 2 号給上位の号給（同条第 3 号）

③ 5 年以上勤続して在職中死亡した場合他：2 号給上位の号給（同条第 1 号、

4 号及び 5 号）

これに基づき支給された、上記①及び②の退職に係る特別昇給額は、平成

1 5 年度実績で次のとおりとなっている。

平成 1 5 年度
退職者数

うち、特別昇
給対象者①

特別昇給
支給額②

1 人当たり
平均支給額
②／①

市全体  1 9 0 人  1 4 3 人  7 0 , 2 1 7 千円 4 9 1 千円
うち、
下水道事業

5 人  4 人  1 , 9 4 8 千円 4 8 7 千円
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退職に係る特別昇給は、勤続報奨という観点から、従来より国や各地方自治

体においても、広く支給されてきたものだが、国では平成 1 6 年 5 月に当該制

度を廃止しており、また、千葉県内の地方自治体においても、市原市、銚子市

及び館山市で当該制度を平成 1 6 年度中に廃止している。他方、船橋市では、

近年の外部環境の変化や市の財政状況を踏まえ、上記①については廃止、②に

ついては｢ 2 号給上位｣を｢ 1 号給上位｣に変更する規則改正を行っている（ただ

し、当該改正の施行は平成 1 7 年 4 月 1 日）が、制度自体の廃止までは踏み込

んでいない。

（意見）

国の動向や市職員を取り巻く外部環境の変化、市の財政状態を勘案し、当該

制度を廃止する方向で検討することが望ましい。

 

( 2 )  特殊勤務手当について

特殊勤務手当とは、著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他著しく

特殊な業務で、給与上特別の考慮を必要とし、かつ、その特殊性を給料で考慮

することが適当でないと認められるものに従事する職員に、その勤務の特殊性

に応じて支給する手当である（｢一般職の職員の給与に関する条例｣第 2 2 条）。

この条例に基づき、市では、｢特殊勤務手当の支給に関する規則｣でその支給内

容を詳細に規定している。

平成 1 5 年度に支給された下水道事業特別会計における特殊勤務手当は次の

とおりである。

1 5

2 , 8 5 0

5 , 7 0 1
1 0 5
5 0 0

6
2 8

1 4 4
2 3 0

1 , 3 7 2
9 1 5

1 7 1
1 , 5 0 0

9 0 9
9 0 9

1 7 2
1 , 0 0 0
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3 , 2 6 4
2 , 1 7 7

1 7 3
1 , 5 0 0

6 8 4
1 1 4

1 7 5
6 , 0 0 0

1 4 4
3 6

1 9 1
4 , 0 0 0

1 3 0
6 0

2 5 2
2 , 2 0 0

 9 , 3 6 2

（清掃手当）

下水道事業においては、｢下水終末処理作業に直接従事したとき｣に清掃手当

が支給される（｢特殊勤務手当の支給に関する規則｣第 1 0 条第 5 号）。なお、こ

の場合における｢直接従事｣の意味は、特段規則等で明記されておらず、過去の

経緯等に基づき慣行で判断されている。下水道事業では、｢直接従事｣とは、実

際に現場で汚泥処理作業等を行った場合とし、中央監視室での従事等は該当し

ないものと解釈されている。この解釈は、西浦下水処理場及び高瀬下水処理場

で統一されている。

（特殊業務手当）

特殊業務手当とは、特殊な業務に従事する職員に対して支給する手当である

（｢特殊勤務手当の支給に関する規則｣第 1 7 条）。下水道事業においては、日曜、

土曜勤務が常態化している職員や、正規の勤務時間に深夜勤務が含まれている

職員、年末年始に業務に従事した職員に特殊業務手当が支給されている。なお、

特殊業務手当は重複支給が認められている。たとえば、日曜勤務が常態化して

いる職員が、日曜日に正規の勤務時間として深夜勤務を実施した場合、日曜業

務と深夜業務の両方に対して、特殊業務手当が支給される。また、そのほかに、

特殊勤務手当とは別に、夜間勤務手当（正規の勤務時間として午後 1 0 時から

翌日の午前 5 時までの間に勤務する職員に対して支給される手当）として、そ

の間に勤務した全時間に対して、勤務 1 時間当たりの給与額に 2 5／ 1 0 0 を乗

じた金額が支給される。
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（意見）

特殊勤務手当は、前述のとおり、その勤務の特殊性に応じて支給する手当で

あるが、その特殊性の定義があいまいである。特に清掃手当については、下水

道事業やそのほかの事業間で、その内容や解釈に相違があり、公平性の観点か

らも望ましくない。

特殊業務手当については、特殊業務手当間や夜間勤務手当との重複が発生し

ており、見直しの余地があるものと考える。規則に則った支給が行われている

以上、少なくとも合規性に問題はなく、また、特殊性のある業務に対する支給

であるという見解からは、このような重複支給にも合理性はあるとの解釈もで

きるが、現状における市の財政難を前提として、このような支給に対して市民

の理解が得られるかどうかは別の問題であると考える。

市の条例及び規則上には、現在様々な特殊勤務手当が存在するが、現在の市

財政や外部環境に合致したものであるかどうか、各業務の精査を実施し、特殊

勤務手当の種類や支給基準を見直すことが望まれる。また、それを前提として、

必要と認められる特殊勤務手当に対しては、条例や規則の他に、内規等により

その内容を明確にし、公平性を確保することが望まれる。

( 3 )  調整手当について

調整手当とは、民間企業における給与水準や都市部などにおける物価水準格

差を是正することを目的として、職員に支給される手当である。当該手当は国

職員及び千葉県職員に対しても同様の趣旨で支給されており、市においても

｢一般職の職員の給与に関する条例｣第 2 0 条の 2 に基づき市職員に一律支給が

行われている。

国、千葉県及び市における調整手当の支給方針は次のとおりである。

1 0 0
3

1 0 0 5 1 0 0 9
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1

9 - 4 9

2

3

4

 

また、市における過去 3 年間の調整手当支給総額の推移は次のとおりである。 

 

1 3 1 4  1 5
2 , 3 0 4 , 8 1 0 2 , 2 8 7 , 2 7 1  2 , 0 3 0 , 7 0 9

 4 , 9 2 0 4 , 8 4 9  4 , 8 7 0
1 / 4 6 8 4 7 2  4 1 7

1 4 1 0 0 1 0 1 5 1 0 0

9

 

（意見）

平成 1 5 年度より市職員に対する調整手当の支給率は、1 0 0 分の 1 0 から 1 0 0

分の 9 へ引き下げられたが、国や千葉県と比べて依然高水準であるといえる。

市担当者によると、調整手当は、民間企業における給与水準や都市部などに

おける物価水準格差の是正のほかに、市職員の人材確保という意味合いも有し

ており、現在の水準は引き下げにくいとのことである。

しかし、近時における公務員給与が民間給与を上回っている事実、国や千葉

県における調整手当支給率の状況、市職員募集人数に対する採用状況を考える

と、現在の市における支給率の水準は見直しの余地があるものと考える。この

ような状況を踏まえ、市は支給率の見直しを検討していくことが望まれる。 
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( 4 )  西浦下水処理場と高瀬下水処理場の比較

西浦下水処理場と高瀬下水処理場の施設概要、職員数の状況及び業務の外部

委託化の状況を比較すると次のとおりとなる。

7 . 2 6 h a  2 1 . 1 h a  

5 1 4 1 1 4
1 , 1 3 1 h a  3 , 1 3 5 h a  

 9 8  2 6 0

8 6 , 2 8 9  1 5 9 , 0 8 2

 4 2  6
 7  1

1 6

1

2 3

1 0

1 1 5 4 1

2 1 5

2 つの下水処理場を比較すると、高瀬下水処理場に比べ西浦下水処理場は、

職員数が多く、また、運転管理の外部委託化が遅れていることが分かる。また、

西浦下水処理場の所管施設である中山ポンプ場においては、無人化が図られて

おらず、 1 0 名の職員が常駐しているため、西浦下水処理場全体の職員数を押

し上げている要因になっていると考えられる。

高瀬下水処理場の供用開始が平成 1 1 年であるのに対し、西浦下水処理場の

供用開始は昭和 5 1 年と古い。高瀬下水処理場では、供用開始当初より、運転
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管理の外部委託化やポンプ場の遠隔制御に対応した組織及び施設が整備され

てきた。他方、西浦下水処理場では、直営による運転管理を前提とした組織の

もと、供用開始当初より業務が行われてきた経緯があり、また、中山ポンプ場

についても、無人化に対応した遠隔制御工事が新たに必要となる。これらの経

緯が、両下水処理場の運営方法の相違を生み出している。

（意見）

市財政の状況が厳しい環境の中、無条件に現在の下水処理場の運営方針を踏

襲していくことは望ましくなく、より効率的な観点から業務内容の見直しを図

っていくことが望まれる。

西浦下水処理場及び中山ポンプ場の運転管理業務は、現状、市職員により行

われている。下水処理場では、排水基準の規制強化等に基づき、より高度な水

質管理が求められてきており、また、施設の老朽化とも相まって、今後は、よ

り効率的、効果的かつ高度な運転管理が必要になってくるものと考えられる。

これらの要求に応えていくために、運転管理業務の外部委託化を検討すること

が望まれる。運転管理業務の外部委託化により、次のようなメリットを享受す

ることが可能になると考える。

① 人件費及び経費削減が期待できる。

② 民間の専門的知識や技術の導入を図ることが可能となる。

③ 運転技術の高度化等に伴う教育訓練への対応が削減される。

④ 交代勤務等に係る人員の確保が不要となる。

現状における業務体制を前提とした場合と、運転管理業務（中山ポンプ場含

む）を外部委託化した場合におけるコスト比較を一定の前提を設けて実施する

と、外部委託化を行った場合の方が、現状の体制によった場合と比較して、年

間 6 6 , 6 0 0 千円のコストを削減できると算出される。

計算は以下の表に基づいて実施した。
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コスト比較に係るシミュレーション

1 6
4 4

1 6

3 3

7 2

1 0
9

1

9

1
2 9

7
1

3 0

 9 , 0 0 0 2 9
2 6 1 , 0 0 0

9 , 0 0 0 1
9 , 0 0 0

 1 , 8 0 0 7
1 2 , 6 0 0

6 , 6 0 0 3 0
1 9 8 , 0 0 0

 2 7 3 , 6 0 0  2 0 7 , 0 0 0
 6 6 , 6 0 0

1 1 5

2 1 1 5

1

3 1 1 5

4 1 6

2

1

1

5

1 6

なお、市では、平成 1 6 年度に中山ポンプ場の遠方制御に係る検討を行い、

平成 1 7 年度に遠方制御工事を実施する計画を策定している。これにより、工

事完了後は、中山ポンプ場は無人化され、西浦下水処理場にて遠隔制御が可能
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となる見込である。これにより、中山ポンプ場における運転管理業務は、西浦

下水処理場運転管理業務に取り込まれるため、コスト削減を図ることが可能と

なる。

高瀬下水処理場においては、運転管理業務をすでに外部業者に委託している

が、市の今後の方針として、平成 1 7 年度より部分的に包括的民間委託を導入

していき、平成 2 0 年度に完全な包括的民間委託を達成する予定である（｢Ⅲ 監

査の結果及び意見 ６．包括的民間委託について｣を参照）。

以上より、西浦下水処理場については、まず、現状の組織体制を見直し、運

転管理業務の外部委託化を行っていくことが望まれる。より効率的、効果的か

つ高度な運転管理が求められている現在の環境下において、早急な実施が望ま

れる。なお、下水道事業は、公共性や社会的影響が極めて高く、行政責任が問

われる場面も少なくない。したがって、外部委託化に当たっては、委託業務の

範囲を慎重に検討するとともに、市職員と委託業者の責任区分を明確にしてい

く必要があるものと考える。

高瀬下水処理場において、全面的な包括的民間委託についての検討が行われ

ているが、本来、効率面や効果面の観点からは、西浦下水処理場も併せて検討

していくことが望ましい。西浦下水処理場においては、まず、現状の組織体制

を見直し、運転管理業務の外部委託化を行っていくことが望ましいと先に述べ

たが、市は、その後の包括的民間委託化も視野に入れ、計画を策定していくこ

とが望まれる。

1 0．その他について 

( 1 )  消耗品発注について 

船橋市では消耗品の発注を課ごとに行っている。このため、課独自の仕様で

はない共通性のある消耗品についても、課の間での融通が行われず、不必要な

発注・支出が行われる可能性がある。
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（意見）

課独自の仕様ではない共通性のあるものの発注については、下水道部内で取

りまとめる課（たとえば管理課）を定め、そこで下水道部全体での消耗品予算

を組み、発注して全体の支出を抑える姿勢が必要と考える。

 

( 2 )  予算実績管理について 

下水道部では、繰出金の予算作成時と決算時の差額説明資料として、また次

年度の予算の参考にするため、予算に対し 1 0 , 0 0 0 千円以上の差額が生じたも

のについては発生の理由を調査し文書化している。

しかし、調査の基準である差額を 1 0 , 0 0 0 千円以上に設定した理由について

は、下水道部の説明によれば慣例によるものとのことであり、部として正式に

決められているものではない。また、課ごとに予算規模が異なるにもかかわら

ず、調査基準は 1 0 , 0 0 0 千円と一律になっている。さらに、文書の様式につい

ても下水道部として正式に決定したものではないため、担当者の異動があり、

引継ぎがなされない場合、差異分析の水準が担当者によって異なり、一定の水

準を確保できないおそれがある。

また、差額について入札差金、執行差金又は契約差金としているのが次のと

おりある。

1 5
1 0 , 0 0 0

1 6

2 2 3 , 3 9 3 2 0 3 , 2 2 8 2 0 , 1 6 4  

1 0 4 , 4 9 2 9 3 , 8 7 6 1 0 , 6 1 5  
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1 6

1 , 1 6 1 , 1 2 0 6 1 5 , 6 6 4 5 3 0 , 1 9 4 1 5 , 2 6 1  

1 , 5 0 3 , 8 7 9 7 4 7 , 6 7 4 7 2 4 , 3 8 4 3 1 , 8 2 0  

1 , 1 9 2 , 8 4 2 1 , 1 5 9 , 3 9 4 3 3 , 4 4 7  

3

4 3 3 , 9 6 0 3 2 4 , 3 2 5 1 0 9 , 6 3 5  

1 6

6 0 , 0 0 0 4 8 , 9 8 2 1 1 , 0 1 7  

1 2 1 , 5 0 0 9 1 , 8 9 4 2 9 , 6 0 5  

上記については差金としての認識にとどまっており、差額が生じた理由につ

いて、それが落札業者等の外部者側の要因によるものか、下水道部側の要因に

よるものか明確となっていない。このため、下水道部側の要因による場合、た

とえば来年の入札に当たり、差額を少なくすることによって予算を削減してい

くという取組みができない。

（意見）

差異分析の水準を一定以上に確保するためには差異分析の基準や文書の様

式について下水道部としての方針を決定し、マニュアルを整備することが重要

と考える。その上で、差額について生じた要因が外部者側にあるのか下水道部
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側にあるのかを明確にし、下水道部側にあると認められたものについては発生

の理由及び金額を調査し、差額を少なくしていくという取組みが限られた予算

の中で最大の効果を得るために必要と考える。

( 3 )  機密情報の管理について 

高瀬下水処理場の管理棟内にある中央監視室では下水処理設備の操作上の

注意事項等が同室内に設置しているホワイトボードに記入されているが、下水

処理場正門の鍵の暗証番号もこのホワイトボードに記入されていた。このため、

暗証番号が外部に漏洩するおそれがあり、その場合、容易に正門から敷地内へ

の立入りが可能となる。なお、主要な施設は施錠されており鍵を所持していな

いと施設内への立入りはできないようになっている。

（改善策）

鍵を所持していないと主要な施設への立入りが不可能となっているほか、監

視カメラによる監視及び場内の見回りがある。このため、暗証番号の漏洩によ

る敷地内立入りの問題は施設の管理上は重大な問題とはいえない。しかし、こ

の暗証番号は機密情報に属する筈のものであり、人目につく場所に掲示する性

格のものではない。なお、暗証番号については、定期的に変更する必要もある。

こうした機密情報の取扱いについては、常に油断のない組織的な管理体制によ

る運営と個人的な意識の徹底とが求められる。


